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1．はじめに
　19世紀の末まで，イギリスでは人々が自分
の所有する住宅に居住すること，いわゆる持
家居住OWner－oCCupatiOnは，農村に広大な屋
敷を構える貴族などごく一握りの人間を除い
てまったく例外的な現象であった。持家居住
が大幅に増加した今日と異なって，当時のイ
ギリス人にとっては民間の賃貸住宅を月極め
や年ぎめで賃借することがごく当たり前の習
慣だったのである。とりわけ，職の継続性が
極めて短い労働者階級の場合には，あれこれ
の職を時には月単位で渡り歩くことすら希で
はなかったから，こうした地域移動の妨げと
なるであろう住宅所有に対しては，それが財
政的に可能かどうかはまったく別問題として
消極的な態度が一般的であったのである。
　このような状態の中で，持家居住が下層中
産階級や中産階級の一部に目立ちはじめるの
はようやく19世紀末から両大戦間期にかけて
のことである。この時期，持家居住が以前ほ
ど例外的ではなくなり，人々はあらゆる資産
の中で住宅所有を生活の質的向上と社会階級
の上昇にとって重要な契機と見るようになり
つつあった。それと同時に，持家居住のため
の融資機関として18世紀末から活動していた
住宅組合Building　Societiesも次第に本格的発展
に向かい始めた。このような持家居住と住宅
組合との相関的な関係についてはこれまで
様々な機会に強調してきたところであるユ）。両
者の発展の背後には，住宅ストックそのもの
の不足や民間賃貸住宅をめぐる条件の劣悪化，
あるいはあらゆる資産の中で住宅を特別視す
るヴィクトリア期特有のイデオロギーの普及
など多様な社会経済的条件が存在していたで
あろう。それに加えて，住宅組合会員や住宅
組合に対する所得税の優遇などをはじめとす
る政策的な援助があったことも一般的によく
知られた事実である。創立期から現代までの
住宅組合に関する長大な通史をものしたプラ
イスは，「…住宅組合の目覚しい発展を促した
主な要因は，住宅組合への投資から得られる
利子から所得税が免税される，非常に魅力あ
る投資を提供できたことであるのは疑問の余
地がない」と述べている2〕。
　しかしながら，このような政策的援助の実
態とその意味はこれまで十分に明らかにされ
たとは言えない。とりわけ，住宅組合の本格
的発展に先立つ19世紀末から今世紀初めにか
けての時期は，持家促進の体系的政策がまだ
十分に姿を顕わしていないこともあってか，
ほとんどまとまった研究がなされていない。
しかしこの時期にはすでに住宅組合に対する
政策的援助の萌芽形態が芽生えており，イギ
リスの所得税制の中で住宅組合に対する特別
措置がいかなる形で発展したのかを明らかに
する上でこの萌芽形態を研究することの意義
は大きいと考えられる。とりわけこの時期の
住宅組合は，実体的には営利的な金融機関へ
と脱皮しつつあったにもかかわらず，住宅組
合関係者の自己認識や法律的な規定の点では
依然として非営利の協同組合という伝統的な
規定に拘泥し，そうした実態と法律的外皮と
の乖離が住宅組合特有の発展の道を選ばせた
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原因の一つともなっていた。このようないわば
二重の自己規定状態が所得税制に対してどのよ
うな影響を及ぼしていたのかについても，深く
検討する必要が感じられる。
　ただ，住宅組合をめぐる所得税制の変遷はイ
ギリス特有の「事態即応的」な過程に満ち満ち
ており，理論的に整理しづらいこともあってこ
れまでなかなか手をつけることができなかっ
た。今後，いくつかのモメントに分けて継続的
に検討してゆく計画である。さしあたり本稿で
は，住宅組合とその会員に対する所得税課税上
の特別措置として内国歳入庁In1and　Revenue
が！9世紀末に定めた協定（いわゆる「！895年協
定」）に限定して，その前後の事情と意味を明ら
かにしたい。
2．所得税と源泉徴収制の起源
　本稿が対象とする19世紀末における住宅組合
やその会員に対する所得税は，基本的に1842年
のピール（Sir　Robert　Pee1）の「所得税法」Income
TaxActof1842（5＆6Vict．c．35．）の規定に依って
いた。しかしこのピールの所得税そのものが，
部分的な修正はあるものの1803年のアディント
ン所得税の復活とみなされていた。そこで，住
宅組合をめぐる所得税問題別を検討する上で必
要な限りで，アディントン所得税とその先駆者
であるピットの所得税を簡単に振り返っておこ
う。
　イギリスで最初の所得税は，英仏戦争のさな
かに戦費調達を主な目的として小ピット
（Wi11iam　Pit，the　Yomger）によって設立された。
最初の所得税を裏付ける法律は「財産・所得税
法」Propeれy　andIncomeTaxAct，1799（39Geo．
皿．c．13）であるが，この名称が示すように，ピ
ットの所得税には純粋の所得に対する税だけで
なく所得発生のもとになる財産（住宅・土地）に
対する課税をも含んでいた。これはイギリスに
おける所得税制の大きな特徴となる。
　ピットの所得税では課税対象となる所得を次
の四つに大別していた4〕。
I
n
皿
w
土地・住宅からの所得
動産，営業，専門職，公職offices，年金
pensions，俸給stipends，雇用emp1oy－
mentS，職業VOCationSからの所得
グレート・ブリテンの域外で得られる所得
それ以外の所得
　このなかのIには，不動産の賃貸から得られ
る賃貸料への課税だけでなく，不動産の所有そ
のもの（不動産の年価値）への課税があった。こ
れは当該の不動産を賃貸すれば賃貸料が得られ
ることを前提として，賃貸しない場合にも同様
の所得が生じているとみなして課税する，いわ
ゆる「みなし所得」への課税5〕である。所得税の
中に紛れ込んだこのような財産税的要素は次に
述べるアデイントンの所得税でも「スケジュー
ルA」という所得税範鷹として踏襲され，その
後1963年に廃止されるまで連綿と維持され続け
た。
　ピットによって創設された所得税は確かにイ
ギリスの租税制度↓の先駆であり，後にグラッ
ドストンによって「財政の巨大な推進力」と賞賛
されている刮が，いくつかの点で過渡的な性格
を持っており，本稿が考察の対象とする19世紀
末の所得税制度に直接連続したのではない。そ
れではピットの所得税がその後継の制度と異な
る最大の点は何かと言うと，一人の人間が手に
する各種の所得を総合した金額（所得総額から
様々な経費を差し引いた純所得）が課税の前提
とされたことであろう。このためにピットの所
得税では納税者は上記の各種所得と経費とを列
挙した申告書を提出しなければならなかった。
すなわち上の四分類の所得がさらに！9に細分さ
れて・㌧そのおのおのに該当する額，その総和，
経費等，そして総所得から経費を控除した課税
対象額，それに税率10％を掛けた税額，これら
を記した一般申告書genera1retums　of　income
from　a11sourcesまたは「どんぶり勘定の申告
書」1ump　sum　retums呂〕を，免税限界である年
問£200を超える所得を得る者が自ら作成提出
しなければならなかったのである。この制度で
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納税者は，一面では面倒な計算をしなければ
ならないが，他面では所得の源泉そのものを
明らかにする必要はなかったから，すべての
所得を税務当局が遺漏なく捕捉することは到
底望めなかった。しかもこのような欠陥にも
かかわらず，一般申告書によって自分の財政
状況を公開することに対する納税者の嫌悪感
は非常に強く馴，所得税そのものを忌避する一
般的感情の根幹を形成したと言われている。
このような両様の批判または欠陥のためにピ
ットの所得税はきわめて短命に終わった。
　ピットの後を襲った大蔵大臣アディントン
（Viscount　Sidmouth　Addington）は，徴税効率が
悪い上に極度に不人気であったピットの所得
税に学び，新しい所得税を復活させた1803年
の「財産・所得税法」Property　and　Income　Tax
Act，1803（43Geo．皿．c．122）では二つの工夫を試
みている。それはイギリスにおけるその後の
所得税制度に決定的な影響を与えるアディン
トン所得税の大きな特徴となった。
　アディントン所得税の第一の特徴は，一人
の納税者に帰属する所得を総合して課税する
「総合所得税制」の代わりに「分離所得税制」を
採用したことである。つまりここでは五つの
異なる所得との関係で五つの所得税が設定さ
れた（スケジュールAからスケジュールEまで）lo〕
が，このように分類された項目はピットの場
合のように単に異なる所得範曉を示すばかり
ではなく，それぞれの項目に該当する所得が
独立に課税対象として捕捉されることを意味
した’1〕。したがってここでは一般的な所得申
告書は必要でなくなり1・〕，広く流布していた
所得税に対する不人気の素はこれによって取
り除かれたと見ることができよう。
　これを言い換えるならば，要するにアデイ
ントンの所得税では各種の所得を得る人間，
つまり納税者ではなく，それぞれの所得が発
生するポイントとその発生の時点が重視され
たと言えよう。このように見るとその第二の
特徴である「源泉徴収制」がここから必然的に
導き出されたことが理解されよう。なぜなら
一般に課税の段階でAの全所得に対して注意を
払われることがない’3〕のであれば，Aの所得と
なる金額がBの下で発生した時点ですばやく所
得税を徴収する以外にないからであるM〕。
　源泉徴収制の実際をコゥフィールドは次の
二つの例を挙げて説明している。すなわち，
家主とテナントとの関係では，テナントが支
払う家賃を家主が所得として申告して所得税
を支払うのではなく，家賃にかかる所得税を
家賃から控除してテナントが家主に支払い，
所得税そのものはテナントが支払う。あるい
は債権者と債務者の場合には債務者が利子部
分の所得税を控除した上で利子を支払い，所
得税を実際に支払うのは債務者となる1・〕。こ
うして理論上の納税者である家主や債権者が
自分の所得を申告するか秘匿するかに関係な
く，所得が発生した源泉で所得税を徴収する
ことによって内国歳入庁が捕捉できる所得は
大幅に広がったのであって，この点こそアデ
イントン所得税が1944年に集大成された現代
的な源泉徴収制P．A．Y．E．（Pay　As　You　Eam）へと
つながる先駆的な試みであると評価される所
以である。ただしこれによって所得税の支払
者と負担者は分離し，支払者が所得税を全額
転嫁できるか否かによっては誰が所得税の負
担者かが分からないといった複雑な事態を作
り出しかねない。住宅組合の場合でもこのよ
うな複雑な関係が重なることによって事柄が
分かりにくくされていることは後に見る通り
である。
　以上が住宅組合をめぐる所得税制を考える
場合の背景となる，当時の所得税制の基本で
ある。これを念頭において議論を進めること
にしよう。
3．住宅組合と所得税
　住宅組合やその会貝に課税される所得税の
中には基本的に次の三種類のものが考えられ
るであろう。すなわち
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1）投資会員の受取り利子または配当（預金者の
　受取り利子を含む）に対する所得税
2）住宅組合の「利益」に対する所得税
3）融資会員に対する所得税
　最初にこれらの所得税について一般に指摘
できることを列挙しておこう。
　第一に，これらの所得税も既に述べた「源泉
徴収制」に基づいて源泉で課税・徴収されたと
いうことである。すなわち，1）の所得税の場
合ではある投資会員が負担すべき所得税は組
合によって内国歳入庁へ支払われ，その後に’6j
当該の投資会員へ支払われる利子・配当から
この所得税額が控除されることになった。も
し当該の投資会員に納税義務がない場合には，
住宅組合によって納税された所得税が後程返
還されるが，そのためには内国歳入庁に対し
て各種の手続きを行わなければならなかった。
すでに注記したように19世紀中頃の所得税率
はかなりの低水準であったけれども，この所
得税を免除すれば住宅組合への投資に対する
それなりの優遇策とみなされたことは明らか
であったろう。ただしこの当時の所得税の免
税限界である年収£160（週給£3強）はかな
りの高給というべきであって，住宅組合の会
員の多数がこの限界を超えていたとは考えに
くい。その意味では1）の所得税が免税されよ
うとされなかろうと実質的にはそれほど変わ
らなかったとも言える。しかし面倒な手続き
の後にようやく返還されるのではなく，利
子・配当がはじめから全額手に入ることは投
資会員にとって大きな魅力であったろう。
　ただしここで注意する必要があるのは，総
所得が免税限界を超えている投資会員の場合
に特別措置によって1）が免除されたとしても，
それは住宅組合からの利子・配当収入を分離
して源泉徴収される所得税が免税になったこ
とを意味するに過ぎないことである。つまり
この場面で免税された利子・配当収入であっ
ても，その会員の総所得の一部分として後に再
び課税対象とみなされたということである1・〕。
後述するように，ユ9世紀後半から住宅組合に
対する所得税免税の代償として組合の利益を
配分された投資会員等の名前，住所，利子・
配当の額などの記載された一覧表を提出する
ように内国歳入庁が要求し，このような個人
情報の公開が多くの金融機関の中でただ住宅
組合にだけ要求されることに対して住宅組合
関係者の問で大きな憤激を呼び起こす1呂〕。投
資会員の所得税免除が個人情報の公開とパラ
レルのものとして意識された根拠はここにあ
ったと考えられる。
　これとは別に，3）の所得税のうちの一つ，
融資会員が組合に支払う利子（住宅組合から
融資された住宅購入資金の利子）に課税され
る所得税もまた融資会員から源泉で徴収され
た。言うまでもなくこの利子はそれを受け取
る住宅組合の収入であるから，融資会員は上
の所得税に匹敵する金額を利子から控除して
住宅組合に支払うことができなければならな
かったはずであるが，19世紀にそうした控除
はほとんど行われていなかったと言われてい
る。その理由として，ユ9世紀半ばの当座組合
では融資会員は同時に投資会員でもあり，拠
出と返済とを区別することさえ困難な場合が
あり，返済のうちの利子部分を切り離して認
識することはほとんど不可能だったこと，ま
た継続組合の場合でも融資の実行時に利子総
額を控除する貸付け方式がかなり広く採用さ
れていたために，定期的な支払いとしてめ利
子部分を弁別できないこと，などが挙げられて
いが〕。こうした説明には少々理解し難い部分
もある加〕が，いずれにしろ19世紀末まで所得
税免除に関する住宅組合関係者の関心は主と
して投資会員に向けられており，融資会員に
は十分焦点が当てられていなかったことは明
らかであろう2’〕。むしろ次に述べるように，
当時の所得弾制では住宅組合の非営利性と関
連した所得税（上の2）の所得税）支払い義務の
有無に関する議論は，投資会員に課せられる
所得税とは連動していたが融資会員が支払う
所得税とは関係していなかったから，融資会
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員による所得税分の控除を認めることは住宅
組合の収入を減らすことを意味するとだけ理
解されていたようである。したがって，融資
会員の所得税免除は住宅組合の収入を減らし，
それゆえ投資会員に支払う利子・配当の原資
を減らすのであって，そうまでして融資会員
を誘引すべきかどうか，という観点から見ら
れていた。1890年代までの住宅組合では一般
的に言って資金不足が問題になることはあっ
ても融資会員を募ることに大きな問題はなか
ったから，融資会員の所得税の控除は当然の
ように住宅組合によって真剣に’検討されなか
った22〕。しかし，融資会員が負担する必要のな
い税を支払っていたことは事実であって，こ
れが住宅組合をめぐる所得税改革を促進する
ための有力な根拠となったのである。
　第二に，すでに指摘したようにこの時期に
は法人の所得に諜税される法人税がイギリス
ではまだ存在しておらず，株主たる個人にそ
の負担が帰着したと言われている。つまり2）
に謂う住宅組合の利益に対する所得税とは，
1）に謂う投資会員への所得税に帰着したと見
てよい。1）と2）の所得税の間にはこのような
関連性があったために，住宅組合が1）の所得
税免除を要求する根拠として，それが非営利
的な団体であり，それ自体として所得税を課
税されるものではないことが往々にして主張
されたと考えられる。
　第三に，3）の中には上述した抵当利子に対
する所得税とは別に，融資会員が購入した持
家の，いわゆる「みなし所得」に対するスケジ
ュールAに基づく所得税があった。この所得税
は住宅組合による融資で購入された住宅に課
税されてはいるが，既に述べたようにイギリ
スの所得税制に紛れ込んだ財産税的な要素で
あって，その住宅を賃貸しているか，自分や
その家族が居住しているかに関わらず住宅の
所有者一般に課税されたものである。つまり
住宅組合会員に対する特別な所得税ではなか
ったから，住宅組合関係者によってその免除
等が要求されることもなかった。ただ融資会
員の負担を軽減する趣旨で，その課税は（修繕
費を差し引いた）純価値を基にすべしとの住宅
組合協会の請願（1887年）が行われたとの記述が
ある23〕。
4．「1887年覚え書き」
　19世紀半ば以来，住宅組合は投資会員（およ
び住宅組合そのもの）の免税と，融資会員によ
る所得税分の控除を認めないことを切実に希
望し，他方で内国歳入庁は住宅組合の営利性
を確認した上で効率的な所得税の徴税体制刎
を模索するという，両者の綱引き状態が続い
ていた。これに加えて現場で税の評価と徴税
を担当する徴税官（19世紀はじめのSurveyors
oftax後のInspectors　oftax）は今日のような
中央集権化された官僚ではなく，内国歳入庁
の指示とは無関係に，彼自身の判断で行動す
る場合もあるという事情があった25〕。こうし
て19世紀後半までの住宅組合とその会員をめ
ぐる所得税に関する対処はかなりの無統制状
態を呈していたのである。
　このような状況の中で最初に内国歳入庁が
手をつけたのは融資会員に対するいわば二重
課税の改善であった。すなわち，すでに註記
したように融資会員は二種類の所得税（持家
の「みなし所得」に対する所得税と，抵当利子
に対する所得税）を無条件に支払わねばなら
ない一方で，抵当利子に対する所得税を本来
負担すべき住宅組合に転嫁することが困難で
あり，明らかに不合理な状態にあったからで
ある。融資会員にとって当然のことが長く認
められなかった理由は既に述べたように住宅
組合の側の無理解であったが，さすがに19世
紀後半になると次第に状況は改善の方向に向
かって進み始めた。
　1887年に内国歳入庁が発表した「住宅組合
についての所得税に関する取り決めの覚え書
き」Memorandum　of　Arrangements　with
respect　to　income　tax　in　cases　of　bui1ding
SOCietieSは，住宅組合に関する所得税の特別措
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置について書かれた初めての文書である。そ
してこの文書は後に述べる「1895年協定」に先
駆けて発表され，その「協定」の少なくとも一
部へと連続する内容を持っている。そこでま
ずこの文書を検討しておく。
　これは6項目から成る簡潔な文書であるが，
特有の回りくどい表現を多少整理して核心部
分を示せば次の通りである16〕。
＜1887年覚え書き＞
1．融資会員が，その人に帰属するすべての収入
　が£150を下回ることを理由に免税される場
　合には，立皿趾王を免税とする刎。ただ
　し住宅組合は融資会員が居住地域その他の税
　務当局へ通常の申告を行うよう，指導しなけ
　ればならない。
2．融資会員が免税されない場合，抵当権の設定
　その他によって利子を生み出す土地・建物は，
　それぞれの年価値に基づいて課税されなけれ
　ばならない。融資会員がこの利子に課税され
　る税金を控除することを組合は認めなければ
　ならない。
3、抵当権が還流し，住宅組合が所有権を持つ土
　地・建物盟〕は免税される。
4．住宅組合の預金者・会員のうち年収£150以上
　の者に支払った（または貸し方に記帳した）利
　子（組合はこの利子から所得税を控除する権
　利を，実際に行使するか否かは別として，有
　する）に関する報告書を，徴税官が一年に一
　回検証するために，組合は提出しなければな
　らない。
5．住宅組合は，融資会員が支払った利子（組合
　はそこから税金分を控除することを認めてい
　る）の一覧と，査定される土地・建物に関す
　る詳細，および控除された税金額の証明書を
　提出しなければならない。
6．住宅組合が受け取るすべての利子（組合はこ
　こから所得税を控除することを認めている：
　5項）が，支払利子（組合はここから所得税を
　控除する権利を有している：第4項）を超えた
　場合は，この差額に対する税金の返納を組合
は要求できる。逆の事態が生じた場合，すな
わち組合が控除しておくべき税金が融資会員
によって控除を認める税金を凌駕した場合に
は，所得税法スケジュールDによる査定を受け
るために，この差額の報告書を提出しなけれ
ばならない2射。（下線は引用者）
　上に注記したように1項や6項をはじめと
してこの「覚え書き」を細部にわたって正確に
理解することは困難だが，全体的にその意味
するところは次の諸点であろう。
　第一に，融資会員の所得税の二重払い状態
を，一部は住宅組合の負担で，また一部は内
国歳入庁の負担で解消することを「覚え書き」
は目指している。すなわち，融資会員が抵当
利子からそれにかけられる所得税を控除でき
ること，その所得税額が，住宅組合が支払う
利子・配当から控除した所得税額よりも多け
れば，その差額は内国歳入庁から返還される
こと，融資会員の所得税と住宅組合への転嫁
に関してはこの二点が確認されていると見ら
れる。このような措置は極めて現実的な性格
のものであって，住宅組合が所得税を負担す
べきか否かという原理的な問題とはまったく
別の問題として，融資会員にとっての不合理
な状態を改善しようとしていると考えられる。
つまり融資会員による所得税の控除によって
生ずる住宅組合の収入の欠損を一部補うこと
を意味していると見ることができよう。
　第二に投資会貝の所得税については「覚え書
き」では何の特別措置もとられていない。ただ
住宅組合が支払利子から所得税部分を控除す
ることは強制されておらず，あくまでもその
権利があると述べられているだけで，実際に
控除するかどうかは住宅組合に任されている。
これを一歩前進と見ることもできるかもしれ
ない。つまり住宅組合の経営的判断によって
は投資会員の所得税の全部または一部が住宅
組合によって負担される事態も，ここでは視
野に入れられている。
　第三に住宅組合の会員（投資会員であろうと
住宅組合と所得税--いわゆる｢1895年協定｣の評価のための一試論--
Page:6無断転載禁止。　
融資会員であろうと）が住宅組合との関係で行
う取引に関する情報を，内国歳入庁に対して
報告することがここでは住宅組合に求められ
ている。これは言うまでもなく，内国歳入庁
が会貝の全所得を捕捉する上で必要な情報で
あったが，所得税に関する一般的な申告書が
不要であったこの段階で住宅組合にだけ情報
の開示を要求したのは，免税限界以下の比較
的貧しい会員が多かったことがその理由では
ないかと考えられる。それはともかく，この
項目は住宅組合の経営に対する不当な圧力で
あるとして住宅組合関係者から大きな憤激を
呼び起こす結果になった。
　第四に，1項を字義どおりに解釈すればAが
みずから負担すべき税に関して免税されてお
れば，Aから源泉徴収されるBの所得も免税さ
れることになる。本来Bが税を負担することは
Aが免税されているか否かとは無関係であるか
ら，このような規定は非常に無原則的ではあ
るが，源泉徴収制の下で予想される無用の混
乱と経費を回避するための現実的な方策であ
り，かつ負担者である住宅組合に対するささ
やかなボーナスであったとも解釈できるよう
にも思われる醐。
　結論的に言うとこの「覚え書き」は住宅組合
関係者に強い反感を呼び起こした。とくに4項，
5項が求める会員の個人情報の報告は極めて強
い拒否感をもって迎えられた。1888年2月に開
催された住宅組合協会の総会では，住宅組合
以外の団体で所得税に関してこのような個人
情報の開示が求められたものは一つもないこ
と，そのような情報の開示は住宅組合の業務
を著しく阻害すること，また内国歳入庁にと
って必要なそうした情報を得ることは他なら
ぬ内国歳入庁の仕事であって，それを住宅組
合に求めるのはお門違い以外のなにものでも
ないことなどを指摘した上で，「3項を除く覚
え書き全体の提案はまったく受け入れがたい」
と述べた声明を発表している洲。
　こうして，最初の意図とは異なり「1887年覚
え書き」は住宅組合をめぐる所得税制の混乱を
解消することができなかった。また今日の観
点から眺めても，この「覚え書き」の中には住
宅組合に対する所得税課税上の特別扱いとし
て評価すべき点や，所得税制上の住宅組合の
位置づけに関する新しい点などを見出すこと
はできない。内国歳入庁にとっても，また住
宅組合にとっても，新たな妥協策が模索され
なければならなかったのである。
5．「1895年協定」
　「1895年協定」1895schemeと呼ばれる，住宅
組合に対する所得税の新たな特別措置が発表
されたのはこのような経過の後であった。
「1895年協定」はA方式（Arrangement　A）とB方式
（ArrangementB）から成り，どちらか自己に有
利な方を選択することも，どちらの方式を採
用しないことも各住宅組合の自由に任された鋤。
　このうちA方式は「1887年覚え書き」と項目の
立て方も文面もほとんどまったく同じで内容
的にも変わりがない（わずかに二個所，小さな
修正が加えられている茗3コが，内容に大きな影
響を与える修正ではない）。「1887年覚え書き」
が受け入れられなかったために新しい措置が
必要になったからには，A方式が広く受け入れ
られる土壌はまったく存在しなかった。つま
り「1895年協定」の本質は次に述べるB方式にあ
った。
　B方式のコンセプトは「1887年覚え書き」と根
本的に異なって，投資会員に対する免税とと
もに住宅組合への課税を原則として明確にし
たものであった。この度も特有の冗長な表現
を整理して核心的な部分を次に示す。
＜1895年協定B方式＞
11住宅組合は，株への配当・ボーナス・預金の
　利子として前年に支払った額に対して，所得
　税法のスケジュールDによって直接査定され
　ることに同意する。この金額の半額に対して
　課税され，残りの半額は免税とする。この査
　定に関して次の点を考慮する。
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2．抵当権が還流し，住宅組合が所有権を持つ土
　地・建物は免税される。ただし賃貸による賃
　貸料があるものは除く。
3．すべての源泉からの所得が£160を超えない
　融資会員は，抵当利子に課税されない。もし
　徴収された場合には，内国歳入庁より返還さ
　れなければならない。
4免税資格のない融資会員は，五の　　　由
　に…’　れる’の㌔　　w　Iに…歩w　る金
　額二洲を，内国歳入庁より返還されなければ
　ならない。この返還のためには内国歳入庁に
　対する申請が必要であり，かつ抵当利子の金
　額等が組合の事務長によって証明される等の
　手続きを必要とする。
5．投資会員・預金者は，利子・配当に対して課
　税されない。
6．この方式を受け入れる住宅組合は，内国歳入
　庁の地方係官が必要かつ望ましいと認めた場
　合には，その帳簿類を検査することを許可し
　なければならない35〕。（下線は引用者）
　上に註記したように融資会員の所得税に関
する4項の規定には解釈上の重大な困難があ
り，正確な意味をここで断定することはでき
ないが，大まかに言えば，①免税限界以下の
融資会員は抵当利子に課税されないこと（これ
は「！887年覚え書き」およびA方式とまったく同
じ），②みなし所得への所得税と抵当利子への
所得税とを支払わなければならない免税限界
以上の融資会員は内国歳入庁の負担で何らか
の補償を得る，という二点と見ることができ
る。そうするとこれが「1887年覚え書き」の延
長線上に位置づけられることが了解されよう。
　この点を除くと，B方式にはこれまでにない
新しい原則が導入されている。第一に住宅組
合に対する（スケジュールDによる）所得税の直
接の査定・徴収を採用することを通じて，住
宅組合が所得税を負担しなければならないこ
とを明確にしている。すなわち，投資会員か
らの源泉徴収を通じたこれまでの方法は所得
税の秘匿を防止する方法ではあったが，住宅
組合がそれ自体として課税の対象であるか否
かについて原則的な姿勢を明らかにしていな
かったことも事実であった。ところで内国歳
入庁は，住宅組合の社会的な重要性が増加す
るにしたがってそこから所得税を徴収するこ
との重要性を認識していたのである。B方式は
こうした問題に対して決着を付けるべく，住
宅組合が経常的な利益を目的としていること，
したがって所得税を負担すべき団体であるこ
とを明確にしている。この点は「1895年協定」
全体に付けられた注記（上の注36参照）にもはっ
きりと述べられている。なおここで課税対象
となるのは前年度に投資会員等に支払った利
子・配当の半額とされている。源泉徴収によ
る場合に捕捉される税の割合が実際に半分程
度であったことを考慮したものと思われるが，
直接課税を明確にしたことから各住宅組合が
受ける衝撃をいくぶんでもやわらげる効果を
狙ったことも考えられる。
　第二に投資会員と預金者の利子・配当から
課税しないこと，したがって住宅組合が支払
う利子・配当から所得税分を控除する必要が
ないことが初めて認められ，投資や預金を広
く集める上で住宅組合は他の金融機関と比べ
て相当有利な条件を与えられることになった。
すでに述べたように，「ユ887年覚え書き」でも
投資会員に支払う利子から所得税額を控除す
ることは住宅組合の権利であって義務ではな
いとされていたが，ここではもう一歩先へ進
められたと見てよい。
　投資会員や預金者の受取り利子・配当に対
する免税措置が採用された事に関連して，次
の二つの点を考慮しておく必要があろう。そ
の一つは源泉徴収制に伴うきわめて現実主義
的な判断がその背後にあったに違いないとい
うこと，っまり源泉で所得税を徴収しても現
実問題としてかなり多数の返還に応じなけれ
ばならないとしたならば，そのためのコスト
との比較で「納税義務のあるものから厳格に徴
収する」という原則を撤回することが跨路され
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ていないのである。ここには源泉徴収制の現
実主義的，便宜的側面が極めて明瞭にあらわ
れている。もう一つはこの免税措置が住宅組
合に対する直接課税の代償と見られることで
ある。これは法人の利益に対する課税がその
利益を配分される個人への課税で代表される
当時の所得税制上，当然のこととも考えられ
るが，株式会社などの営利目的の法人の場合
には株主や投資者に対する全面的な免税は行
われていなかったことと比較すると，住宅組
合の特殊性を考慮した措置であると考えざる
を得ない。住宅組合の特殊性とは要するにそ
の非営利的な協同組合としての性格である。
したがって，「1895年協定」においては，一方
では住宅組合の営利性に焦点を当てた直接課
税が実施されながら，他方ではその非営利的
協同組合性に焦点を当てて投資会員を全面的
に免税していると見ることができよう。この
ような中途半端な二つの立場の動揺をここで
確認しておきたい矧。
　「B方式」に認められる第三の特徴は，住宅組
合の下にある帳簿類を必要な場合に内国歳入
庁の係官が査察することを認めて，「1887年覚
え書き」ほど全面的にではないが，投資会員や
融資会員の個人情報が原則として公開される
べきことを定めたことである。この措置はお
そらく利子・配当収入が一律に免税されたこ
とに必然的に伴うもので，住宅組合から支払
われた利子・配当は源泉では免税になっても
それぞれの投資会員・預金者の総所得との関
係で一般の所得税または超過所得税SurtaXの対
象となったからであろう。「1887年覚え書き」
の4項，5項に反発した住宅組合も，大きなア
メとの交換で提起されたこのささやかな個人
情報公開の規定に対しては，容易に拒否する
ことができなかったようである。
　以上見たように，B方式は住宅組合に関係す
る所得税制に関して，新しい原則に基づいた
特別措置を導入したものであった。この時期
の所得税の水準は極めて低く，£1につきわず
か8ペンス（約3．3％）に過ぎなかった上に，将来
的にも横這いないし下降線をたどると予想さ
れていたから，住宅組合にとってB方式の負担
は少なく，かつ投資会員を誘引する上での魅
力は大きかったことと思われる。
6．小括
　「1895年協定」後の所得税をめぐる状況は大
きく変化し，わずか数年のうちに所得税率は5
倍から8倍，£ユあたり3シリング（約ユ5％）から5
シリング（25％）へと引き上げられ，その後も第
一次世界大戦の勃発と共にますます高い水準
へと飛躍してゆく3引。それとともに住宅組合
への直接課税は経営上の少なからぬ重荷にな
るのだが，同時に免税される投資会員にとっ
ての魅力は増加することになり，銀行や保険
会社と比べて住宅組合の資金力を強めること
に貢献した。したがって住宅組合に対する直
接課税を多少低くする部分的修正は何度か加
えられたものの，B方式は1932年に撤廃される
までの間，両大戦間期の住宅組合をめぐる所
得税制にとって基本線を形成し続けたのであ
った捌。
　最後に，住宅組合の発達史の中で「1895年協
定」の持つ意味を総括しておこう。「1895年協
定」の制定された時期は，周知のように19世紀
最後の住宅組合法（57＆58Vict．ch．47）が制定さ
れ（1894年），スター＝バウケット型住宅組合の
一自、の根を止めるための方策（くじによる融資順
位の決定の禁止）と放漫経営に対する防止策と
しての登録長官や会員によるチェック機能の
強化が定められた時期である。この前後，巨
大な住宅組合が持家居住を促進するための相
互扶助とは何の関係もない企業や建設業者へ
の単なる融資に狂奔し，住宅組合の多くが営
利企業化している現実は誰の目にも明らかだ
ったが，1894年法制定の過程においてそれが
公然と認められることはなかった。というよ
りもむしろ，スター＝バウケット住宅組合と
の対立が顕著になった1870年代後半以降は，
相互扶助原理に基づいた協同組合としての伝
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統的な住宅組合像を通常の住宅組合とスタ
ー＝バウケット型組合との間で競い合う過程
であったと見ることさえできるのである39j。
こうした状況の下で，ひとり所得税制におい
て住宅組合の営利性がはっきりと認められ，
直接課税が制度化されたことの意義を強調し
ておきたい。
　他方で「1895年協定」が投資会員に対する免
税を定めたことは，たとえ上の直接課税との
取り引き材料であったにせよ，住宅組合を株
式会社から区別し，単なる営利追求の機関と
割り切れない何か，協同組合的な相互扶助を
通じた持家居住の普及といったいわば公益的
な目的と性格規定を住宅組合の中に見出すこ
とを意味した。このような住宅組合に対する
位置づけが同時代の支配的な住宅組合観を反
映したものであり，かつイギリスにおける持
家の普及において住宅組合にある特別の地位
を与える結果につながったことに異論はある
まい。
　住宅組合を非営利の協同組合運動の一部と
見る視点と，営利を追求する単なる金融機関
の一種と見る視点，この両極端の間で動揺し
つつも，19世紀後半の所得税制上における特
別措置は両大戦間期から今日にかけての住宅
組合に対する政策的援助につながる方向性を
切り開いたと言えよう。
　　　　　　　　　　　注
1）島（1997）を見よ。
2）Price（ユ958），p483．
3）イギリスの租税制度では，法人にとっての経常的
　な利益に対する税という意味で「法人税」が創設さ
　れたのはユ965年になってからである。それまでは
　「法人に対する所得税は、配当の支払いを通じて株
　主たる個人にその負担が帰着した」と言われてい
　　る。小松（1972），p．245．
4）Dowen（！884），p．92，
5）Kay（1986X田近訳），p．53．
6）Co揃eld（ユ970），p．89．
7）Dowe11（1884），pp，96－98．
8）Coffie1d（1970），p．97，p．99．
9）一般申告書を受け取る側の内国歳入庁の徴税官
　　（Surveyor，後のInspectorofTaxes）は，業務上
　　知り得た申告者の情報を守秘すべきことを宣誓し
　　ていたのではあるが。Coffie1d（ユ970），p．96、
ユO）スケジュールA：土地・住宅からの所得，スケジュ
　　ールB：農業所得，スケジュールC：イギリス国内
　　で支払われる公債利子等の所得，スケジュール
　　D：他のスケジュールに当てはまらないすべての
　　所得，スケジュールE：官職・公職からの所得。
　　Coffie1d（ユ970），p．98，Dowell（ユ884），pp．99－10ユ．
1ユ）小松（ユ972），pp．5一ユ4。ただし，たとえば減税や免税
　　を主張する場合には，各スケジュールを合計した
　　所得額が問題になるのであって，分類所得税制と
　　しての特徴はいくぶん不徹底であったと言うべき
　　であろう。Coffield（1970），p．l00．
ユ2）しかし，ダウェルは「特定の財源から生ずる所得に
　　関する特定の申告書」particu1ar　retums　ofincome
　　from　particu1ar　sourcesが依然として必要であった
　　と述べている。Dowell（1884），p．99．ここで言及され
　　ている「特定の申告書」がどのようなものなのか，
　　必ずしも明らかでないが，いったん源泉で徴収さ
　　れた所得税の全部または一部の返還を求める場合
　　に必要な申告書ではないかと推測される。次の注
　　14を見よ。
13）アディントン所得税では，所得の総額に応じて大
　　別すると3種類の税率が決められていたから，年間
　　£150以上の所得を得る者に適用される標準税率
　　（£！あたり1シリング，およそ5％）より低い税率（年
　　間所得£60～£150の者は子供の数と所得額に応じ
　　て£1あたり3ペンス㌔ユユペンス，およそ4．6％～
　　1．3％）または免税（年間所得£60以下）を主張する者
　　は，すでに徴収された所得税の返還を求めなけれ
　　ばならなかった。したがって，すでに納められた
　　税金の返還が問題になる段階ではじめて，一人の
　　人間の所得総額が問題になったのである。
14）したがって，実際に所得税を支払うのはBであり，
　　BはAに引き渡す金額から所得税として支払った金
　　額を控除してはじめて，Aが所得税の実質的な負
　　担者となる。　　’
ユ5）　Coffie1d（ユ970），p．100．
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ユ6）税金の支払いと利子・配当からの控除とが時間的
　　にどのような順序で生ずるかは，事柄の本質には
　　関係ない。実際にはここで述べたのと逆の順序で
　　起こることも十分考えられる。
17）当時の住宅組合関係者は住宅組合の非営利性を前
　　面に押し出していたから，住宅組合は所得税を支
　　払う必要がなく，したがって投資会員からその利
　　子・配当への所得税分を控除する必要がないと主
　　張していた。プライスによると，その見地からあ
　　る住宅組合が1866年に内国歳入庁に対して提出し
　　た質問状に対して内国歳入庁は肯定的な返答を与
　　えたため，住宅組合関係者はそれを高く評価した
　　という。プライスが引用しているその返答の中に
　　ある次の件を見られたい。「…通常の方針で活動し
　　ている住宅組合は…法律によって課税が義務づけ
　　られた利益を得ておらず，したがって支払利子か
　　ら税金分を控除する権利を持たない…。上止
　　　のI　画‘　るは　　・ナ　　座1削
　　雌　。（下線引用者）」
　　下線部分の記述は，ここでの推測を裏付けている
　　と考えられる。Price（1958），pp．484－485．
18）Price（ユ958），p．486．
19）Clea㎡ユ965），p．ユ59．
20）というのは，もしも融資会員の支払う利子部分が
　　明確に認識できないならば，利子に課税される所
　　得税も，それほど当然に弁別されるとは考えられ
　　ないからである。もっとも，計算上は利子もそれ
　　に対する所得税も算出することは容易であっても，
　　実際の支払形態が利子を明確に区分したようにな
　　っていない時には，住宅組合が所得税匹敵額の控
　　除を融資会員に認めない，ということであったの
　　かもしれない。あるいは，たとえばホルマンズは
　　「抵当利子からの税金の控除tax　relief　on　mortgage
　　intereSt」を，融資会員が支払い，かつ負担しなけ
　　ればならないもう一つの所得税，すなわち持家に
　　対するスケジュールAの課税と関連付けて論じて
　　いる。Holmans（1987），p．83．これを見ると，上の概
　　念を私が誤解していることもなきにしもあらずと
　　思える。「抵当利子からの税控除は，持家の評定家
　　賃価値への課税に付き物であるが，それは所得を
　　生み出すコストは所得から補填さるべきだからで
　　あつて…。」
21）CIea叔ユ965），pp．ユ60－162．
22）次に述べるように，融資会員はここで述べる所得
　　税とは別に，自分が購入した住宅の「みなし所得」
　　に対しても課税されていたから，本来住宅組合が
　　負担すべき所得税を利子支払いから控除すること
　　は，当然の権利だったと言えよう。この点では税
　　務当局もほぼ同じような立場であったと思われる。
　　すなわち，1883年には，融資会貝が返済する金額
　　のうち，利子部分を明確にすることができれば，
　　そこからの所得税控除を融資会員に認めると述べ
　　た。しかし，住宅組合は融資会員の利害に無関心
　　であったため，そのような努力を怠ったとされて
　　いる。C1eary（1965），pp．160－163．
23）Clea｛ユ965），p．ユ6Z
24）投資会員への課税を強行するだけでは，免税限界
　　以下の会員からの返還要求が相次いで，かえって
　　手間と費用がかさむ事態が予想されたから，真に
　　効率的な税の徴収体制を確立することは内国歳入
　　庁の大きな関心事であったと思われ糺
25）Cleaぷ1965），pp．159－160．
26）全文はPrice（ユ958），pp．487－488に掲載されている。
27）原文はただ“a11interest”と記されているだけで，
　　何を指すのか極めて分かりにくい。融資会員が組
　　合に支払う抵当利子のことと考えられないでもな
　　いが，この後に返還のための申告の規定が続いて
　　いることは，その可能性を消している。とすると，
　　融資会員が同時に投資会員として積み立てている
　　金額から生ずる受取り利子を指すのかもしれない。
　　ただし，その場合には返還規定との整合性はある
　　が，そもそも免税限界以下の所得しかないものは，
　　受取り利子への所得税も免税されるのであって，
　　その事をわざわざ規定する必要はない。正確な意
　　図がつかめない項目である。
28）融資会員の返済が一定期間滞り，住宅組合が抵当
　　権を設定している土地・住宅を差し押さえること
　　を，抵当権の還流mOrtgageinpOSSeSSiOnと言う。
29）この6項の意味するところも非常に分かりにくい。
　　というのは，前段の表現では，住宅組合にとって
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　　の収入（受取り利子）が支出（支払利子）を上回ってい
　　る時に税金の返納を受けると読めるからである。
　　しかし後段の表現によれば，融資会員に控除を認
　　めた税金分と投資会員や預金者から控除できる（実
　　際に控除するかどうかは組合次第であるが）税金と
　　を比べていることが推測できる。つまり，住宅組
　　合の所得ではなく，支払った所得税と住宅組合の
　　手許に留保している所得税との比較である。その
　　結果は，住宅組合に対して，融資会員による抵当
　　利子からの税金の控除を認めさせることから生ず
　　る損失の補填策であると見られる。この項に関す
　　るC1ea町の解説を見よ。C1ea以1965），p．ユ62．
30）注29でも触れたように，このような1項の解釈には
　　疑問の余地があり，ここでの判断は私なりの仮説
　　に基づくものである。この点に関しては別の機会
　　に更に検討を深めたい。ただ，源泉徴収制の下で
　　は，税の支払者，負担者，支払者から負担者への
　　転嫁が時として理論的に整理できず，誰が支払者
　　で誰が負担者なのかが暖昧になることは少なくな
　　かったことを指摘しておこう。
31）Price（1958），pp．488－489．
32）C1ea㎡ユ965），p．ユ63．
33）3項で，住宅組合のもとに抵当権が還流した土地・
　　建物を免税とする規定の最後に，「ただし，賃貸に
　　よる賃貸料があるものは除く」としている点，およ
　　びユ項と4項に言及されている免税限界が，£150か
　　ら£160へと増額されている点である。A方式と次
　　のB方式の全文は，Price（ユ958），pp492－493に掲載さ
　　れている。
34）原文は次の通り。“地旦ofthedutycharged
　　on　his　property　as　is　a　1icab1e　to　mort　a　e　inter－
　　eSt”（下線引用者）。下線部は「抵当利子に該当する
　　金額をみなし所得への課税から控除する」と解釈す
　　るほかないように思われる。しかし，これまでの
　　文脈では抵当利子に課税された所得税を抵当利子
　　から控除することが議論されてきたのであって，
　　抵当利子部分を控除するというのは非常に唐突で
　　あ糺また両大戦間期の所得税について論じたあ
　　る文献では，1895年協定のこの部分を「支払利子の
　　税控除」と常識的に特徴づけている。
　　Riley（1935），pp．！57－160．しかしそうすると，4項の
　　後半部分の規定と矛盾する。つまり「支払利子に課
　　税される所得税」ならば内国歳入庁によって融資会
　　員から徴収されるか免除されるかのどちらかであ
　　って，いったん徴収されたものを返還するという
　　のはおかしいからである。というわけで，現在の
　　段階ではこの点の確定した解釈を下すことができ
　　ない。
35）さらに，1895年計画の最後の部分に，A，B両方式
　　に係る次のような註記があった。「これら二つの方
　　式は，住宅組合およびその会員の便宜のために内
　　国歳入庁によって作成された。住宅組合法によっ
　　て登録された住宅組合は，所得税を免除されるわ
　　けではないことを注意しなければならない。」
36）もっとも，この点を十分に明らかにするためには，
　　源泉徴収制の下での税の支払いとその転嫁，およ
　　び実際の負担とに関して，株式会杜や友愛組合な
　　どを素材にしてもう少し広いパースペクテイヴの
　　下で論ずる必要がある。これに関する続稿を用意
　　している。
37）Price（1958），pp．493－494．
38）Ri1ey（1935），p．ユ58．
39）島（ユ997），第4章。
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